
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

２４５０６

基盤研究(B)（一般）

2015～2011

国際環境協定の下でのメカニズムの経済分析

Economic Analysis of Mechanisms in the Multilateral Environmental Agreements

４０１７２６０５研究者番号：

新澤　秀則（NIIZAWA, Hidenori）

兵庫県立大学・経済学部・教授

研究期間：

２３３１００３２

平成 年 月 日現在２８   ６ １７

円    11,000,000

研究成果の概要（和文）：　京都議定書において特徴的なクリーン開発メカニズムと，新しく提案されるメカニズムに
ついて，交渉過程で提案検討されている，さまざまなオプションがもたらすインセンティブ効果の相違に関する分析を
行った。例えば，ベースラインの標準化を過去データに基づくものから平均に基づくものに置き換えるとなると，応募
者のインセンティブに基づく行動に大きく影響することがあり得て，一方で応募するプロジェクトが、他では不参加と
なり，逆もあり得るなどの自己選択が発生し，ときには過大に排出削減が認証されることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The negotiations on improvement of clean development mechanism of the Kyoto 
Protocol and new mechanisms of the succeeding agreement are going on. We analyzed the difference of 
incentive effects among various proposed options of them. For example, we compared standardization 
methods of baseline between historical emissions and an average emissions standard for the industry. It 
was proved that they make different effect of incentive. Some projects which are proposed by one baseline 
method are not proposed by the other method, vice versa. It is self-selection. It was also proved that 
excessive emission reductions are certified sometime.

研究分野： 環境経済学

キーワード： 気候変動　メカニズム　経済理論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 

  本研究を開始した平成 23 年（2011 年）は，

京都議定書第 1約束期間（2008－2012 年）が

始まって 4年目で，メカニズムの運用や実績

がほぼ明らかになっていた。また，京都議定

書の後継に関する合意が，当初予定されてい

た 2009 年の気候変動枠組条約第 15回締約国

会合（COP15）で成立しなかったものの，2011

年 COP17 で，新たな合意目標年次を 2015 年

COP21 として，再び交渉が始まった。その交

渉のひとつの課題は，新規のメカニズムであ

る。さらに，2012 年 COP18 で京都議定書第 2

約束期間（2013－2020）が設定され，メカニ

ズムについてもいくつか改善が図られた。本

研究は，これら交渉の進展と併行して行うこ

とになった。 

 本研究計画のグループは，クリーン開発メ

カニズム（以下 CDM）を代表とする，プロジ

ェクトベースのメカニズムの経済分析を継

続して行ってきており，とくに，メカニズム

の経済分析を，ゲーム理論や動学的分析を用

いながら，進めてきた。既存メカニズムの改

善についてはもちろん，新規メカニズム提案

についても，その研究成果が生かせると考え

た。 

 

２． 研究の目的 

 現在の国際的な気候変動問題等の地球環

境問題に関する国際交渉の中で特徴的な役

割を果たしているのが，メカニズムと呼ばれ

る，排出量削減に関する国際間のリンクとし

て機能する仕組みである。現在もCDMなどが

実施されており，かつ，その評価は分かれる

ものの，大きな役割を果たしている。さらに，

現在の国際交渉では数多くのメカニズムが

提案されてもいる。本研究は，このようなメ

カニズムの役割に着目し，既存の経済理論で

蓄積されてきたメカニズムの評価法を一部

取り入れながら，現存もしくは提案されてい

るメカニズムの理論分析，実態分析やシミュ

レーションを行い，メカニズムの機能をはじ

めとする特性と各参加者にとっての得失，予

想される問題点等を洗い出すことを主たる

目的とする。さらに，これを踏まえた国際交

渉のあり方にかかわる分析をもあわせて試

みる。 

上記研究目的のため，6 つの研究課題を設

定し，分担して同時に進めた。 

(1) 現行メカニズムとその運営方式の実態

把握と理論分析，問題点の解明。 

(2) 提案されている新規メカニズムの理論

分析と相互比較，ならびに，可能な問題の提

起。  

(3) 途上国に与える既存メカニズムと新規

メカニズムの国際交渉上の地位とその効果。  

(4) メカニズムを中心に途上国が参加する

場合の国際枠組みがもたらす問題点。既存メ

カニズムの縮小と新たなメカニズムの効果。  

(5) 資金，技術移転メカニズムなど，条約の

下での他のメカニズムを合わせた総合的な

分析の着手。  

(6) 提携分析や公共財供給ゲームを中心と

する，理論的ツールの開発整備。 

 

３． 研究の方法 

 気候変動枠組条約交渉等にオブザーバー

参加して，交渉自体やサイドイベントを聞き，

各国の意見や研究者の見解を調べた。また，

有償のニュースレターで，最新動向を調べた。    

毎年の COP 決定を分析し，本研究の個別課

題を見直しながら進めた。 

 交渉は非公開のものもあり，オブザーバー

として知りうることには限りがあるので，年

に数回のメカニズム研究会を開催し，交渉担

当者，CDM 理事会の理事，研究者を招いて，

情報収集を行った。 

ゲストを招かない研究会も開き，研究打ち

合わせを行った。 

 

 



４． 研究成果 

(1) 現行メカニズムとその運営方式の実態

把握と理論分析： CDM のベースラインの設

定の仕方には，実績活動量（生産量）に関わ

らない絶対的ベースライン，実績活動量に比

例した相対的ベースラインなどがある。不確

実性や，絶対ベースラインか相対ベースライ

ンかなどの設定方法のインセンティブ効果

に関する総合的な分析結果を，本の 1章とし

て公表した（図書②）。さらに，CDM 理事会

等で行われているCDMの標準化の議論を中心

に，自己選択モデルを用いた先行論文の現状

への適用を試み，対象となるグループが標準

化の手法によっては大きく異なり得て，まっ

たく異なるグループが対象として集まる可

能性もあることを，理論的に示した。（論文

③，他）さらに，技術の選択の余地があるモ

デルへと拡張することによって，標準化手段

として挙げられているポジティブリストや，

標準化された追加性基準が，望ましい性質

（ただし，効率性にはひずみが生じる）を持

つことなどを示した。（発表②）また，CDM 方

法論において，保守的相対ベースラインの変

遷について，追跡調査を継続中であるが，方

法論の改定の頻度が高く，この整理には今少

し時間を要する。結論としては，現在のとこ

ろ，制約を緩める方向に方法論の改定がなさ

れてきている傾向がうかがわれる。 

(2) 提案されている新規メカニズムの理論

分析と相互比較。： プロジェクト型の REDD+

が唯一進展を見たメカニズムだといえるが，

この場合には既存のメカニズムと同様の手

法が用いられることとなり，上記の(1)での

成果がそのままこれに相当する。また，欧州

連合が新規メカニズムとして提案している

セクター・クレディティングは，やはりセク

ターごとのベースラインの標準化が鍵であ

る。パリ協定は，メカニズムに関して，すべ

ての主張を包含する合意となり，それらの詳

細に関する議論は，今後の交渉に持ち越され，

27 年度中は進まなかった。そこで本研究は，

26 年度までの交渉をふまえて，すでに COP 決

定として合意していることや合意していな

い論点の洗い出しを行い，本の 1章として公

表し（図書①），学会発表も行った（発表①）。

またパリ協定のメカニズムに関する第6条等

について，その意味や今後の論点について考

察を行った（論文①）。 

(3) 途上国に与える既存メカニズムと新規

メカニズムの国際交渉上の地位とその効

果。： 動学的交渉問題として気候変動交渉

をとらえ，パリ協定やカンクン合意のように，

将来時点での全体としての削減目標を見据

えながら，現時点での交渉成果はその究極目

標には達しておらず，将来時点で逐次的に交

渉が行われることが予想されるとき，たとえ

ば，現時点でのメカニズムが将来の交渉決裂

点に影響を与える場合に，交渉結果が非効率

となりうることを示した。（論文②）  

(4) メカニズムを中心に途上国が参加する

場合の国際枠組みがもたらす問題点。既存メ

カニズムの縮小と新たなメカニズムの効

果。： 上記(3)での成果は，途上国に特別の

地位を与えるメカニズムが存在する場合と，

それを取り除くような場合とに分けること

ができ，その結果を援用することができる。

具体的には，メカニズムが将来の交渉ポジシ

ョンに影響を与えるかどうかに依存し，パリ

協定においてメカニズムが縮退したことの

効果の検証は，今後の継続課題となる。 

(5) 資金，技術移転メカニズムなど，条約の

下での他のメカニズムを合わせた総合的な

分析の着手。： 資金メカニズム（各種基金），

技術メカニズム，損失と損害に関するワルシ

ャワ国際メカニズムについて，その内容を調

査し，交渉を追跡したが，メカニズムと呼ぶ

べき要素が確認できなかった。しかしいずれ

もパリ協定に規定されており，今後の進展を

見る必要がある。 

(6) 提携分析や公共財供給ゲームを中心と



する，理論的ツールの開発整備。： 連携研

究者である岡田とともに，今井を中心に研究

を推進した。交渉と提携形成，さらにその応

用についての総合的な研究を進めたが，既存

の交渉解の組み合わせを，戦略的に特徴づけ

る結果（論文④）提携形成と交渉について，

交渉力を念頭に置いてグループとして戦略

的に交渉に臨む場合の交渉結果への影響（発

表⑤），さらに，多数決交渉において交渉力

が内製化する場合の非対称解についての解

の見通しを得ている。 

 このほかに，明示的にメカニズムを取り入

れてはいないが，気候変動にかかわる国際的

合意形成意一般にかかわる分析の中で，途上

国の主張する責任論をも考慮した枠組みで

の交渉分析を，他者依存型の先行理論と組み

合わせて，現行において主流である提携形成

としての京都議定書体制に代わって，総体的

な合意として京都議定書をみなす可能性が

あることを図書①で示した。 
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